
金額
金額 金額 38,004,387

△ 8,492,431
45,132,412 9,378,666

0 0 4,551,631
45,132,412 1,835,868 1,286,242

0 690,201
11,214,534 1,991,692

204,687 △ 11,673
3,528 0

2,901,565 1,105,009 0
282,790 0 38,020,049

△ 108,324
3,284,246

84,370
1,189,379

1,954,818 12,403,913
(389,101)

52,486 金額
2,007,304 38,020,049

金額 金額
8,962,488 2,267,330
1,658,764 　　支出合計 7,516,973
1,524,129 　　収入合計 9,784,303

50,265 △ 306,150
84,370 　　支出合計 1,280,436

2,696,010 　　収入合計 974,286
1,142,426 △ 2,035,002

179,642 　　支出合計 2,067,794
1,373,942 　　収入合計 32,792
4,695,534 △ 73,822
1,859,674 462,923
1,404,585 389,101
1,343,871

87,404 　　収入総額 11,254,304
△ 87,820 　　繰越金 △ 462,923

183,402 　　地方債発行額 △ 1,708,164
54,761 　　財政調整基金等取崩額 △ 14,034

△ 325,983 　　支出総額 △ 10,865,203
470,057 　　地方債元利償還額 1,289,444
285,925 565,900
184,132 59,324

8,492,431

（ 基礎的財政収支 ）

基礎的財政収支

３．投資・財務的収支

当年度歳計現金増減額
期首歳計現金残高
期末歳計現金残高

資金収支計算書

貸借対照表

１．固定負債

貸　　　　　　　方

行政コスト計算書

２．公共資産整備収支

１．経常的収支

　　財政調整基金等積立額
　　経常収益
　　使用料・手数料等
　　分担金・負担金・寄付金
　　純経常行政コスト（経常費用－経常収益）

（3）基金等 

４．その他のコスト
（1） 支払利息
（2） 回収不能見込計上額
（3） その他行政コスト

（1） 社会保障給付
（2） 補助金等
（3） 他会計への支出
（4） 他団体への公共資産整備補助金等

経常費用

（3） 減価償却費

１．人にかかるコスト
（1） 人件費
（2） 退職給与引当金繰入等
（3)  賞与引当金繰入額

３．移転支出的なコスト

負債合計

純資産の部
純資産合計

負債及び純資産合計50,423,962

2．物にかかるコスト
（1） 物件費
（2） 維持補修費

負債の部

（3）未払金
（4）翌年度支払退職手当

（1）翌年度償還予定地方債

（2）短期借入金

固定負債合計
（1）投資及び出資金
（2）貸付金

（4）長期延滞債権

２．流動負債

　２．投資等

（1）地方債 
（2）長期未払金
（3）退職手当引当金
（4）損失補償等引当金

流動負債合計

（2）未収金

（5） 賞与引当金

（1）現金預金
　　（うち現金）

　３．流動資産

借　　　　　　方

公共資産合計

（1）有形固定資産
（2）売却可能資産

　１．公共資産

50,423,962

資産の部

（5）回収不能見込額
投資等合計

流動資産合計

　その他
期末純資産残高

　 　地方税
   　地方交付税
　 　その他行政コスト充当財源
　 　補助金等受入

純資産変動計算書

期首純資産残高
　純経常行政コスト
　一般財源

　臨時損益
　資産評価替

長期間に渡り行政サービス提
供のために使われる土地、建
物、機械、備品などです。道路、
公園、役場庁舎、学校などに
あたります。建物は耐用年数
がありますので古くなれば価値
は下がります（減価償却）。

公益法人などへの「出資金」、

住宅新築資金等貸付金などの

「貸付金」、特定目的のために積

み立てた「基金」、市町村職員退

職手当組合の「積立金」の大津

町分です。

町の将来のための貯蓄（財政調
整基金）や借金返済に充てる「減
債基金」、年度末に収入から支出
を引いた現金、税金の滞納など
による未収金です。

町の借金（地方債）の
うち翌年度以降に返
すものと、職員全員
が退職した場合支払
われる退職金です。

今年度中に返す借
金などです。

資産のうち、すでに
支払いが終わり取
得したもの（学校、
道路など）で、地方
債などの「負債」の
差額が「純資産」に
あたります。

１．人にかかるコスト
①職員給与や社会保険料など
②今後支払う退職金の予定増
加額
③翌年度の６月に支払う賞与の
うち、当年度に負担していると
考えられる額

３．移転支出的なコスト
町以外の主体に移転して最終
的な効果が発生するコスト
①各種扶助や給付金など
②補助金など
③特別会計への繰出し金
④他団体への補助金や負担金
のうち、公共資産整備へ充てら
れたもの

経常的な支出(人件費
や扶助費など）や収入
(町税、交付金など）の
収支状況を表したもの
です。

道路や学校などの支出
（有形固定資産の取
得）や、その財源となる
国・県からの補助金や
町の借金（地方債）など
の収入が計上されてい
ます。

貸借対照表内の「純資産の部」に計上される数
値が１年間でどのように変動したかを表してい
ます。行政コスト計算書で計上されなかった町
税、地方交付税、国・県支出金はここで計上さ
れます。純資産が期首（昨年度）よりも期末（今
年度末）の方が大きくなっていれば、健全な財
政活動を行ったことになります。

２．物にかかるコス
ト
①物件費（委託料
や事務用品など
②道路や建物など
の維持補修費用
③道路や建物など

平成２３年３月３１日現在
単位：千円


